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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)
　

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第１四半期 99,743 1.8 29,152 △0.4 25,795 1.4 16,652 6.8

26年３月期第１四半期 97,949 3.1 29,261 13.1 25,433 17.0 15,593 16.2
(注) 包括利益 27年３月期第１四半期 16,501 百万円 ( 5.7％) 26年３月期第１四半期 15,607 百万円 (16.5％)

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第１四半期 28.66 ―

26年３月期第１四半期 26.84 ―
　

（２）連結財政状態
　

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第１四半期 1,263,162 456,386 36.1

26年３月期 1,299,323 469,419 36.1
(参考) 自己資本 　27年３月期第１四半期 456,386 百万円 　26年３月期 469,419 百万円

　

２．配当の状況
　

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 ― 0.00 ― 22.00 22.00

27年３月期 ―
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 －社 ( － ) 除外 －社 ( － )

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
　

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料４ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表

示」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数
　 （自己株式を含む)

27年３月期１Ｑ 581,000,000株 26年３月期 581,000,000株

② 期末自己株式数 27年３月期１Ｑ ―株 26年３月期 ―株

③ 期中平均株式数
　 （四半期累計）

27年３月期１Ｑ 581,000,000株 26年３月期１Ｑ 581,000,000株

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

　・この四半期決算情報は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外です。なお、この四半期決算情報

　 の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（1）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用者所得の持ち直し等により緩やかな景気回復基調が続き

ました。その一方で、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動による弱い動きが一部みられ、また、海外景気の

下振れが引き続き我が国の景気を下押しするリスクとなっています。

このような状況下で、当社グループは、中期経営計画「東京メトロプラン2015 ～さらなる安心・成長・挑戦～」

に基づき、鉄道機能の強化によりお客様にさらなる安心を提供すること、沿線活性化により東京とともに成長する

こと、社員一人ひとりが困難な課題にも挑戦していくことを目指し、各種施策を積極的に展開しました。

当第１四半期連結累計期間の業績は、緩やかな景気回復による経済活動の活性化等に伴い、当社の旅客運輸収入

が堅調に推移したこと等により、営業収益は997億４千３百万円（前年同期比1.8％増）となったものの、当社の修

繕費や電気料等の諸経費の増加等により、営業利益は291億５千２百万円（前年同期比0.4％減）となりました。し

かしながら、支払利息の減少等により、経常利益が257億９千５百万円（前年同期比1.4％増）、四半期純利益が166

億５千２百万円（前年同期比6.8％増）となりました。

セグメントの業績は、以下のとおりです。

　［運輸業］

運輸業においては、安全・安定輸送の確保を目指して、一層の安全性向上のための設備の整備等を進めるととも

に、お客様のニーズを捉えたサービス及び利便性の向上に取り組みました。また、消費税率引上げに伴う旅客運賃

改定を４月１日に実施しました。

安全面では、施設等の耐震性向上に向けた取組として、東日本大震災を踏まえ、阪神・淡路大震災後の耐震補強

において補強対象ではなかった高架橋柱の耐震補強工事を進めています。また、通常実施している土木構造物の維

持管理の一環として、全路線を対象としてトンネル内面の近接目視及び打音検査を実施しています。本検査は１路

線あたり１年をかけて行うものであり、今年度は日比谷線の検査に着手しました。大規模浸水対策としては、換気

口等の浸水防止機を順次新型へと更新しているほか、駅出入口においては浸水防止対策を進めました。さらに、駅

ホームにおける安全性向上の取組として、国のガイドラインに基づき、ホーム縁端警告ブロックの改良工事を進め

ました。そのほか、火災対策や列車風を軽減するための取組を進めました。

輸送面では、有楽町線・副都心線において、遅延の解消や輸送障害発生時の円滑なダイヤ回復を図るため、小竹

向原駅～千川駅間で、既に供用を開始している池袋方面行きの連絡線に続き、和光市方面行きの連絡線を設置する

ことにより、平面交差を解消する改良工事を進めました。東西線においては、混雑に伴う遅延の解消を目指した取

組を進めており、茅場町駅のホーム延伸工事、南砂町駅のホーム及び線路増設工事、木場駅のホーム及びコンコー

ス拡幅並びに昇降設備増設等の改良工事、東陽町駅の出入口増設工事を進めました。銀座線においては、1000系車

両を新たに３編成（18両）導入し、計15編成（90両）で営業運転を行いました。丸ノ内線においては、方南町駅ま

で６両編成での運行ができるよう同駅ホームの延伸工事を進めました。半蔵門線においては、一部列車の運転区間

延長及び列車増発を伴うダイヤ改正を６月に実施しました。そのほか、千代田線においては、ゴールデンウィーク

期間中に臨時列車「メトロ新緑号」を運転しました。

サービス面では、駅のバリアフリー化の推進として、エレベーターを千代田線千駄木駅において１基設置しまし

た。都営地下鉄とのサービスの一体化については、４月に旅行者向けの両地下鉄共通乗車券「Ｔｏｋｙｏ Ｓｕｂ

ｗａｙ Ｔｉｃｋｅｔ」を発売するとともに、従来それぞれ個別に提供していた一日乗車券等購入者向けの特典を

統合した「ちかとく」サービスを開始しました。そのほか、外国人旅行者向けの取組として、両地下鉄の経路検索

に特化した当社公式の無料アプリケーション「Ｔｏｋｙｏ Ｓｕｂｗａｙ Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｔｏ

ｕｒｉｓｔｓ」を４月から配信しています。

駅改良等としては、渋谷駅街区基盤整備の一環である銀座線渋谷駅の移設・改良工事を進めています。そのほか、

「東京メトロ銀座線・駅デザインコンペ」の第２弾として、三越前駅、日本橋駅及び京橋駅を対象に駅デザインを公

募しました。

営業面では、首都圏新都市鉄道株式会社と合同で「ＴＸ＆東京メトロ合同ウォーキング」を開催しました。また、

ＴＯＨＯシネマズ株式会社とのタイアップによる「ＴＯＨＯシネマズ日本橋オープン記念 東京メトロＩＣタッチキ

ャンペーン」、株式会社読売巨人軍とのタイアップによる「東京メトロ×ＧＩＡＮＴＳ ＰＲＩＤＥ2014 特別企画

Ｂａｓｅｂａｌｌスタンプラリー」を実施する等、各種イベントを開催し当社及び当社沿線のＰＲを行い、お客様

の誘致に努めました。
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また、2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、当社グループとして取り組むべき具体的な施策

の実施計画を取りまとめるため、安全・サービス等の総点検を進めています。

環境面では、環境負荷の低減につながる様々な施策を長期的かつ戦略的に実施するため、2020年度に向けたグル

ープ長期環境戦略「みんなでＥＣＯ．」に基づいた施策を展開しています。その一環である「東西線ソーラー発電

所」計画については、現在、地上駅である西葛西駅～原木中山駅間の７駅に太陽光発電パネルを導入し、駅設備で

使用する電力を補っています。また、東西線妙典駅においては、電車がブレーキをかけたときに生じる回生電力を

駅施設に供給することができる駅補助電源装置の稼働を６月に開始しました。この装置の稼働により１日あたり約

600ｋＷｈ（一般家庭の60軒分の消費電力に相当）の省エネ効果を見込んでいます。このほか、車内照明、駅構内照

明、駅出入口のシンボルマーク（ハートＭ）サインのＬＥＤ化を進めています。

以上に加え、緩やかな景気回復による経済活動の活性化等に伴い、当社の旅客運輸収入が堅調に推移したこと等

により、運輸業の当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収益が876億４千６百万円（前年同期比2.1％増）とな

ったものの、当社の修繕費や電気料等の諸経費の増加等により、営業利益は262億５千７百万円（前年同期比1.2％

減）となりました。

［流通・不動産事業］

流通・不動産事業においては、より一層の収益拡大を図るため、各種施策を実施しました。

流通事業においては、５月に、有楽町線新富町駅の新富町Ｍｅｔｒｏ ｐｉａ（メトロピア）に新規店舗をオー

プンしました。そのほか、Ｅｓｏｌａ（エソラ）池袋をはじめとする商業ビルやＭｅｔｒｏ ｐｉａ等の駅構内店

舗において、セール等各種フェアや店舗の入替えを実施しました。

提携クレジットカード「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｔｏ Ｍｅ ＣＡＲＤ」については、「ＡＮＡ Ｔｏ Ｍｅ

ＣＡＲＤ ＰＡＳＭＯ ＪＣＢ（愛称：ソラチカカード）」及び「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｔｏ Ｍｅ ＣＡＲＤ

Ｐｒｉｍｅ」の新規入会キャンペーンを実施し、新規会員の獲得に努めました。

以上に加え、前期に開業したＥｃｈｉｋａ ｆｉｔ（エチカフィット）永田町の寄与等により、流通・不動産事

業の当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収益が105億５千３百万円（前年同期比2.9％増）、営業利益が18億５

千６百万円（前年同期比38.9％増）となりました。

［その他事業］

広告事業においては、車内デジタル広告「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｖｉｓｉｏｎ」を新たに10編成に導入し、

計115編成で販売し、駅コンコースデジタル広告「Ｍｅｔｒｏ Ｃｏｎｃｏｕｒｓｅ Ｖｉｓｉｏｎ」等と合わせ

て、一層の収益拡大に努めました。

以上のように、デジタル広告の導入拡大等に伴う広告収入の増加により、その他事業の当第１四半期連結累計期

間の業績は、営業収益が57億７千９百万円（前年同期比5.6％増）となったものの、広告媒体の仕入額等が増加した

ことにより、営業利益は10億２千２百万円（前年同期比23.1％減）となりました。

（2）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ361億６千１百万円減の１兆2,631億

６千２百万円、負債合計は231億２千８百万円減の8,067億７千５百万円、純資産合計は130億３千３百万円減の

4,563億８千６百万円となりました。

資産の部の減少については、前期末の工事代の支払に係る現預金等の減少や、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法の変更に伴い退職給付に係る資産が減少したこと等によるものです。

負債の部の減少については、主として長期債務の返済によるものです。

純資産の部の減少については、四半期純利益の計上があったものの、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変

更に伴う影響と、配当があったことによるものです。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は36.1％となりました。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　 （会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存

勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ています。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が18,735百万円減少し、退職給付に係る負債

が7,277百万円増加し、利益剰余金が16,752百万円減少しています。また、これによる当第１四半期連結累計期間の

損益に与える影響は軽微です。
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３．四半期連結財務諸表

（1）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,582 16,654

受取手形及び売掛金 2,516 2,211

未収運賃 23,725 20,077

有価証券 188 137

商品 232 228

仕掛品 1,235 1,286

貯蔵品 4,044 4,639

繰延税金資産 9,495 7,063

その他 34,385 17,684

貸倒引当金 △80 △59

流動資産合計 95,324 69,924

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 784,537 778,404

機械装置及び運搬具（純額） 115,963 118,362

土地 103,449 104,185

建設仮勘定 59,499 61,234

その他（純額） 6,572 6,217

有形固定資産合計 1,070,022 1,068,403

無形固定資産 93,570 93,086

投資その他の資産

退職給付に係る資産 19,572 1,496

繰延税金資産 12,313 21,574

その他 8,528 8,684

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 40,405 31,747

固定資産合計 1,203,998 1,193,237

資産合計 1,299,323 1,263,162
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,048 961

短期借入金 - 12,500

1年内返済予定の長期借入金 32,681 37,681

1年内償還予定の社債 10,000 10,000

未払金 41,509 29,096

未払法人税等 19,571 7,051

前受運賃 22,662 17,957

賞与引当金 10,322 5,490

その他 36,123 44,310

流動負債合計 173,920 165,049

固定負債

社債 370,000 360,000

長期借入金 214,749 201,473

役員退職慰労引当金 227 221

投資損失引当金 990 990

環境安全対策引当金 1,287 1,240

退職給付に係る負債 48,870 56,880

資産除去債務 1,288 1,277

その他 18,570 19,641

固定負債合計 655,983 641,726

負債合計 829,903 806,775

純資産の部

株主資本

資本金 58,100 58,100

資本剰余金 62,167 62,167

利益剰余金 340,332 327,450

株主資本合計 460,599 447,717

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 55 59

退職給付に係る調整累計額 8,763 8,609

その他の包括利益累計額合計 8,819 8,668

純資産合計 469,419 456,386

負債純資産合計 1,299,323 1,263,162
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（2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

営業収益 97,949 99,743

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 58,932 60,750

販売費及び一般管理費 9,755 9,839

営業費合計 68,687 70,590

営業利益 29,261 29,152

営業外収益

受取利息 6 6

受取配当金 3 3

受取受託工事事務費 28 160

物品売却益 69 57

その他 139 149

営業外収益合計 247 377

営業外費用

支払利息 3,975 3,703

持分法による投資損失 13 7

その他 86 24

営業外費用合計 4,075 3,735

経常利益 25,433 25,795

特別利益

鉄道施設受贈財産評価額 210 1,918

その他 16 1

特別利益合計 226 1,919

特別損失

固定資産圧縮損 225 1,914

その他 14 14

特別損失合計 239 1,928

税金等調整前四半期純利益 25,420 25,785

法人税、住民税及び事業税 7,623 6,609

法人税等調整額 2,203 2,524

法人税等合計 9,826 9,133

四半期純利益 15,593 16,652
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

四半期純利益 15,593 16,652

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 14 3

退職給付に係る調整額 - △170

持分法適用会社に対する持分相当額 0 15

その他の包括利益合計 14 △150

四半期包括利益 15,607 16,501

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 15,607 16,501

少数株主に係る四半期包括利益 - -
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（3）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（セグメント情報）

　 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２運輸 流通・不動産 その他 計

営業収益

外部顧客への営業収益 82,542 10,245 5,162 97,949 ― 97,949

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

3,333 9 309 3,652 △3,652 ―

計 85,875 10,255 5,471 101,602 △3,652 97,949

セグメント利益 26,572 1,336 1,329 29,237 24 29,261

（注）１ セグメント利益の調整額24百万円は、セグメント間取引消去です。

　 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２運輸 流通・不動産 その他 計

営業収益

外部顧客への営業収益 83,748 10,539 5,455 99,743 ― 99,743

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

3,898 13 324 4,236 △4,236 ―

計 87,646 10,553 5,779 103,980 △4,236 99,743

セグメント利益 26,257 1,856 1,022 29,136 16 29,152

（注）１ セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間取引消去です。

　 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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「参考」

　
鉄鉄鉄鉄鉄 道道道道道 運運運運運 輸輸輸輸輸 成成成成成 績績績績績

　

科 目

前第１四半期 当第１四半期

増 減 増 減 率自 平成25年４月１日 自 平成26年４月１日

至 平成25年６月30日 至 平成26年６月30日

百万円 百万円 百万円 ％

旅 客 運 輸 収 入

定 期 33,912 34,837 924 2.7

定 期 外 44,101 44,157 56 0.1

計 78,013 78,995 981 1.3

千人 千人 千人 ％

輸 送 人 員

定 期 352,183 364,038 11,855 3.4

定 期 外 263,714 263,037 △677 △0.3

計 615,897 627,076 11,178 1.8

（注）記載数値は、百万円未満、千人未満を切り捨てて表示しています。
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